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第Ⅶ章 底質調査 

1. 底質調査の概要 

1.1. 底質調査の目的 

底質調査は、水底環境の現状あるいは汚濁の現状を把握し、水環境の適正な管理及び河川、

湖沼の良好な自然環境や生態系の保全を図るための基礎資料を得ることを目的として実施す

る。 

 

河川又は湖沼の流域から排出された有機物等の汚濁物質を含む固形物及び懸濁物や洪水等に

より浸食されて流出した土粒子は、流速や河床勾配、水底面の摩擦、粒子自身の沈降といった物

理的な現象に支配されながら下流に輸送され、水底に堆積する。一般に、汚濁された水域にある

堆積物には、汚濁物質が蓄積・濃縮されており、当該水域の水質の汚濁状況、水質の経時的な変

動を反映しているため、現状調査等による汚濁状況の把握により、河川又は湖沼における長期的

な水質の汚濁現象の解析等、河川管理上で有益な情報を得ることができる。 

また、底泥中の重金属や人為的な汚染による有機物は、水底の温度、圧力、pH、酸化還元状態、

微生物による分解などの物理的、化学的、生物的環境と密接に関係し、底泥の無酸素化、悪臭の

発生、栄養塩の溶出等により水質を汚濁する。また、この底泥の汚染による水質汚濁は、魚介類

への汚染等を誘引させ、水生生物の生育・生息の場を減少するなど、河川または湖沼の生態系に

影響する場合がある。したがって、河川管理者は、河川又は湖沼の水質や生態系を保全するため

に、底質の汚濁状況を監視、把握し、必要に応じて有害な汚濁物質を含む底質の除去、封じ込め

等や底泥の巻き上げ等による二次汚染の防止等の対策を講ずる必要がある。 

 

図 1.1 底質汚濁と水質汚濁の関係 
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1.2. 底質の定義 

底質とは、おおむね平水位以下の水面下にあって、ほぼ常時水底にある底泥・砂礫等の堆積

物の物理的、化学的および生物学的性質をいう。 

 

河川又は湖沼の堆積物は、水温、圧力（水深）、流速などの物理的な環境、pH、還元性物質の

存在などの化学的な環境、有機物を分解する微生物及び河床や湖底を生息の場とする底生動物の

生息・生域状況等の生物学的な環境と密接な関わりを有し、有機物の分解、水中の酸素の消費、

化学物質の蓄積、堆積した化学物質の水中への再溶出の相互作用を通じて、その状態および組成

が変化する。ここでは、河川水や湖水の基本的性質（水温、pH、DO 等）や化学物質等の存在量（物

質の濃度等）を水質と呼ぶように、底泥の基本的性質（粒度分布、比重、水分（含水比）等）や

化学物質等の存在量（物質の含有量、溶出量、溶出速度等）を底質と呼ぶこととする。 

ここで、「堆積物」とは、河床又は湖底に堆積した泥状の性状を有するもの（通称、ﾍﾄﾞﾛとも

いう軟らかい泥（以降、底泥））と河床材料を構成する砂や礫を指す。底泥は、一般廃棄物、産

業廃棄物などの有機性又は無機性汚濁物質や藻類などの生物の死滅沈降物であり、水質への汚濁

影響において重要な基本要素である。砂礫は、底質からの汚濁物質の回帰などの水質への汚濁影

響はほとんどないが、水生生物の産卵場としての利用等、生物との関わりにおいては重要な基本

要素である。 

「おおむね平水位以下の水面下にあって、ほぼ常時水底にある」とは、河川や湖沼の平水位（1

年を通じて 185 日はこれを下回らない水位）において水底にある河床、湖底を意味し、出水等に

より、河川または湖沼の水位が平水位以上に上昇し、その結果、平水位以下の水位では水底にな

い箇所が冠水し、土砂等が堆積する場所（高水敷や遊水池など）の堆積物は、水位低下後は空気

と接し、自然に乾燥、酸化することから底泥とは扱わず、「土壌」として取り扱うこととする。 

 

図 1.2 河川における底泥の堆積状況 
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1.3. 底質調査について 

底質に係る調査を、「公共用水域監視のための底質調査」「河川管理上行う底質調査」及び「事

業推進に係る底質調査」に区分する。 

 

表 1.1 本資料の底質調査について 

分 類 調 査 

公共用水域監視のための

底質調査 
(1)底質の環境基準達成把握のための底質調査 

(2)水質の環境基準達成把握のための底質調査 

河川管理上行う底質調査 河床・湖底の底泥環境または汚濁の現状把握のための底質調査 

事業推進に係る底質調査 (1)豊かな生態系に係る底質調査 

(2)水質保全事業に係る底質調査 

1)水質汚濁機構解明のための底質調査 

2)水質保全計画の策定・実施に係る底質調査 

①底泥攪乱による有害物質等の二次汚染を防止するための底質調

査 

②水質改善を目的とする浚渫等の事業における底質調査 

 

〇公共用水域監視のための底質調査 

公共用水域の監視に伴う底質調査は、底質及び水質の環境基準の監視を目的とした調査であ

る。 

(1) 底質の環境基準達成把握のための底質調査 

公共用水域の底質の含有量に対しては、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の環境基準と水銀及び PCB の暫定除去基

準がある。これらの基準が設定されている物質については、定期的に汚濁状況の監視のための

調査を実施し、基準を超えている場合は、汚濁範囲を把握するための調査や浚渫等による底質

改善効果を把握するための調査が必要となる。 

(2) 水質の環境基準達成把握のための底質調査 

底質に基準が設定されていない水質の環境基準項目についても、水質では検出されない微量

濃度の有害物質が底質に濃縮され、溶出等により水中に回帰する可能性を有するため、含有量

の調査や溶出試験を実施し、水質保全のための監視を実施する。 

〇河川管理上行う底質調査（河床・湖底の底泥環境又は汚濁の現状把握のための底質調査） 

河川管理者が河川環境の保全・維持を図る上での基礎情報として利用するために実施する。

具体的には、河床や湖底への底泥の堆積状況（どこに堆積しているか、どの程度堆積している

か）と汚濁状況（何に汚濁されているか、どの程度汚濁されているか、汚濁の原因は何か、い

つ頃から汚濁されているか等）を把握するための調査である。 

  なお、この調査は「国土交通省河川砂防技術基準調査編」（国土交通省水管理・国土保全局、

平成 26 年 4 月）の「第 12 章水質・底質調査」「第３節底質調査」に該当する調査である。 

〇事業推進に係る底質調査 

(1) 豊かな生態系確保に係る底質調査 

底泥が生物相（水草や底生動物、魚介類等の主として水生生物）や生態系に与える影響（主

として水中・水際に生育・生息している生物と底質の関係はどうなっているのか、底泥の堆積

により生物の生育・生息状況がどう変化しているのか等）を把握するための調査や特定の種の

保全（重要な生物の生育・生息に底質は悪影響を及ぼしていないか、何を改善すればよいか等）
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を目的とする調査である。 

(2)水質保全事業に係る底質調査 

1) 水質汚濁機構解明のための底質調査 

水質と底質の相互影響を解明し、底質が水質に与える影響（底質の影響により水質がどの程

度汚濁されるのか、底質の影響を削減すれば水質はきれいになるのか等）を把握するための調

査であり、将来的な水質予測などを行う数値解析のための基礎調査（ﾓﾃﾞﾙ定数試験等）として

位置付けられることが多い。 

2) 水質保全計画の策定・実施に係る底質調査 

底泥が関係する河川事業としては、水質保全を図るために汚濁底質を除去して水質への影響

を改善する浚渫事業、治水を目的とする河道拡幅などの底泥を掘削する河川改修事業、事業規

模により環境影響評価の対象となるﾀﾞﾑ、堰、湖沼開発、放水路等の各事業がある。これら事

業のうち、底泥を攪乱する可能性を有する事業の実施においては、有害物質の発生や水質、生

態系に対する影響を防止し、影響が大きいと判断される場合は、その影響を回避、低減させる

措置を講じる必要があるため、事前に対象水域の底質に関する評価をすることを目的とした以

下の底質調査を実施する。 

① 底泥攪乱による有機物質等の二次汚染を防止するための底質調査 

② 水質改善を目的とする浚渫等の事業における底質調査 

 

上記の底質調査の関係を下図に示す。 

 
図 1.3 調査目的に応じた底質調査の関係  
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2. 公共用水域監視のための底質調査 

2.1. 目的 

公共用水域監視のための底質調査は、水底環境の現状あるいは汚濁の現状を把握し、水環境

の適正な管理を行うことを目的として実施する。 

 

2.2. 関係法及び基準 

2.2.1. 関係法令・通知 

底質調査に関する法令・通知には、「水質汚濁防止法」、「ダイオキシン類対策特別措置法」、

「底質の暫定除去基準について」、「底質の処理・処分等に関する指針」がある。 

 

(1) 「水質汚濁防止法」関係 

「水質汚濁防止法」（昭和 45 年 12 月 25 日、法律 138 号）に基づく、「水質調査方法」（昭

和 46 年 9 月 30 日、環水管第 30 号）がある。ここでは、都道府県知事が行う公共用水域での

底質調査における①採泥の対照水域、②採泥の時期、③採泥地点、④採泥の方法、⑤採泥時に

実施すべき事項、⑥測定項目についての原則的方法が記載されており、実際の調査にあたって

は、この調査方法を原則としつつ、当該水域の具体的な状況を考慮し、実効ある調査を行うも

のとされている。 

 

(2) 「ダイオキシン類対策特別措置法」関係 

「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年 7 月 16 日、法律 105 号）において「都道府

県知事は、当該都道府県の区域に係る大気、水質（水底の土砂を含む。以下同じ。）及び土壌

のダイオキシンﾝ類による汚染の状況を常時監視しなければならない。」とされており、公共

用水域の底質の監視としてﾀﾞｲｵｷｼﾝ類を測定することとなっている。この法律に基づき、底質

のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の環境基準が定められた（環境庁告示第 68 号「ダイオキシン類による大気の汚染、

水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について」平成 11 年

12 月 27 日（改正 平成 14 環告 46・平成 21 環告 11）。底質のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の測定は､「ダイオキ

シン類に係る底質調査測定マニュアル」（平成 12 年 7 月（平成 21 年 3 月、令和 4 年 3 月改

定）、環境省水・大気環境局水環境課）に従うものとされており、国土交通省は、「河川、湖

沼等における底質ダイオキシン類対策マニュアル（案）」（平成 20 年 4 月）を定めている。 

 

(3) 「底質の暫定除去基準について」関係 

「底質の暫定除去基準について」（昭和 50 年 10 月 28 日、環水管第 119 号、昭和 63 年 9 月

8 日改定(環水管第 127 号)、平成 24 年 8 月 8 日改定（環水大水発第 120725002 号））におい

て、「暫定除去基準に該当する底質については、しゅんせつ、封じ込め等の所要の対策を講じ」、

「所要の対策を講じる際は、「底質の処理・処分等に関する指針」（平成 14 年 8 月 30 日、環

水管第 211 号）に基づき、二次公害が発生しないように慎重に配慮する」とされており、底質

の暫定除去基準値および底質の分析方法等が記載されている。底質の分析方法等は、「底質調

査方法」（昭和 50 年 10 月 28 日、環水管第 120 号、昭和 63 年 9 月 8 日改定（環水管第 127

号）、平成 24 年 8 月 8 日改定（環水大水発 120725002 号））によるものとされている。 
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(4) 「底質の処理・処分等に関する指針」関係 

「底質の処理・処分等に関する指針」（平成 14 年 8 月 30 日環水管第 211 号）は、有害物質

を含む底質の除去等の工事実施に際して、「底質の攪乱、拡散や処分地からの有害物質の流出、

浸出等による二次汚染が発生するおそれがある」ため、「底質の除去等の対策を講ずるにあた

り」、「監視、工事の方法等に関する基本的な条件及び留意事項等を一般的指針」として示し

たものである。この指針における「工事」、「対策対象底質」及び「対策対象物質」は、以下

で定義される。 

「工事」……………しゅんせつ等の除去、無害化等の工事のほか、化学的あるいは物理的な

処理を行う処理施設（以下「処理施設」という。）における処理作業も

含む。 

「対策対象底質」…次のいずれかに該当する底質で、除去等の対策を講ずる底質をいう。 

・「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染

を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 11 年 12

月 27 日、環境庁告示第 68 号、改正 平成 14 環告 46・平成 21 環告

11）に基づく環境基準値を超えるﾀﾞｲｵｷｼﾝ類を含む底質 

・「底質の暫定除去基準について」に基づく暫定除去基準値を超える水

銀又は PCB を含む底質 

「対策対象物質」……ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類、水銀又は PCB のうち、対策対象底質の汚染の原因となっ

ているものをいう。 

 

 

図 2.1 底質に関する関係法の体系 
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に減少し、さらに将来的に減少していくことが予想される。また、水の巻き上げ及び溶出、魚

類の摂取等による取り込みが懸念される底泥表層部分の濃度については、ｺｱｻﾝﾌﾟﾙのﾃﾞｰﾀで近

環境基本法

水質汚濁防止法

ダイオキシン類対策特別措置法 環境基準

水質調査方法

底質の暫定除去基準について 底質調査方法

底質の処理・処分等に関する指針
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年下がる傾向がみられる。このため、人の健康を保護するための行政目標として底質の環境基

準を設定するにあたり、まず勘案すべき事象は、現存する汚濁底泥の対策であり、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類

の環境基準は汚濁底泥について対策を講じるための数値基準として設定された。 

基準値を超える底泥の存在を把握した場合は、可及的速やかに汚染範囲の同定のための詳細

調査等を実施することが適当である。 

 

(2) 「底質の暫定除去基準について」関係 

「底質の暫定除去基準について」において、公共用水域の水質汚濁、魚介類汚染等の原因と

なる汚染物質の除去の基準として、PCB 及び水銀について暫定除去基準が定められている。 

底質の除去基準に該当するか否かの判定は、「底質調査方法」により定める採泥及び分析方

法により測定した値より判定する。水銀及び PCB を含む底質の暫定除去基準は以下に示すとお

りである。 

 

PCB を含む底質の暫定除去基準 

PCB を含む底質の暫定除去基準値（底質の乾燥重量当たり）は、10ppm 以上とする。 

なお、魚介類の PCB 汚染の推移をみてさらに問題があるような水域においては、地域の実情に応じ

たより厳しい基準値を設定するよう配慮すること。 

 

水銀を含む底質の暫定除去基準 

水銀を含む底質の暫定除去基準値（底質の乾燥重量当たり）は、海域においては次式により算出し

た値(Ｃ)以上とし、河川及び湖沼においては 25ppm 以上とする。 

ただし、潮汐の影響を強く受ける河口部においては海域に準ずるものとし、沿岸流の強い海域にお

いては河川及び湖沼に準ずるものとする。 

 
(１)平均潮差(m)は、当該水域の平均潮差とする。ただし、潮汐の影響に比して副振動の影響を強

く受ける海域においては、平均潮差に代えて次式によって算出した値とする。 

  
(２)溶出率は、当該水域の比較的高濃度に汚染されていると考えられる４地点以上の底質につい

て、「底質調査方法」の溶出試験により溶出率を求め、その平均値を当該水域の底質の溶出

率とする。 

(３)安全率は、当該水域及びその周辺の漁業の実態に応じて、次の区分により定めた数値とする。

なお、地域の食習慣等の特殊事情に応じて安全率をさらに見込むことは差し支えない。 

  １） 漁業が行われていない水域においては、10 とする。 

  ２） 漁業が行われている水域で、底質及び底質に付着している生物を摂取する魚介類（エ

ビ、カニ、シャコ、ナマコ、ボラ、巻貝類等）の漁獲量の総漁獲量に対する割合がおおむね

1/2 以下である水域においては、50 とする。 

  ３） ２）の割合がおおむね 1/2 を越える水域においては、100 とする。 

 

(3) その他 

浚渫土の処分、有効利用等にあたっては、処分先、有効利用用途により規制が設けられてい

る。以下に浚渫土の処分、有効利用等に係る基準を示す。  

降 
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表 2.1 「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に関する法律施行令第 5 条第 1 項に規定

する埋立場所等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める省令」

（昭和 48 年総理府令第 6 号）の第 1条に規定する水底土砂に係る判定基準 
 

有害物質 
 

判定基準 
 

有害物質 
 

判定基準 

 
ｱﾙｷﾙ水銀化合物 

 
検出されないこと

 
ﾊﾞﾅｼﾞｳﾑ又はその化合物 

 
1.5mg/L 

 
水銀又はその化合物 

 
0.005mg/L 

 
有機塩素化合物※ 

 
40mg/kg 

 
ｶﾄﾞﾐｳﾑ又はその化合物 

 
0.1mg/L 

 
ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 

 
0.2mg/L 

 
鉛又はその化合物 

 
0.1mg/L 

 
四塩化炭素 

 
0.02mg/L 

 
有機ﾘﾝ化合物 

 
1mg/L 

 
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 

 
0.04mg/L 

 
六価ｸﾛﾑ化合物 

 
0.5mg/L 

 
1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
1mg/L 

 
ヒ素又はその化合物 

 
0.1mg/L 

 
ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
0.4mg/L 

 
ｼｱﾝ化合物 

 
1mg/L 

 
1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

 
3mg/L 

 
ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 

 
0.003mg/L 

 
1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

 
0.06mg/L 

 
銅又はその化合物 

 
3mg/L 

 
1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 

 
0.02mg/L 

 
亜鉛又はその化合物 

 
2mg/L 

 
ﾁｳﾗﾑ 

 
0.06mg/L 

 
ふっ化物 

 
15mg/L 

 
ｼﾏｼﾞﾝ 

 
0.03mg/L 

 
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
0.3mg/L 

 
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 

 
0.2mg/L 

 
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
0.1mg/L 

 
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 

 
0.1mg/L 

 
ﾍﾞﾘﾘｳﾑ又はその化合物 

 
2.5mg/L 

 
ｾﾚﾝ又はその化合物 

 
0.1mg/L 

 
ｸﾛﾑ又はその化合物 

 
2mg/L 

 
1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 

 
0.5mg/L 

 
ﾆｯｹﾙ又はその化合物 

 
1.2mg/L 

 
ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 

 
10pg-tec/L 

 
※：廃棄物処理令別表第3 の 3第 24 号に掲げる有機塩素化合物（ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ、ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ（共重合
物を含む。）、ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾘﾃﾞﾝ（共重合物を含む。）、ﾎﾟﾘｸﾛﾛﾌﾞﾀｼﾞｴﾝ、ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ塩化化合物その他環境省令で
定めるものを除く。） 
・この表に掲げる基準は、第4条の規定に基づき環境大臣が定める方法（「海洋汚染及び海上災害の防止
に関する法律施行令第 5条第 1項に規定する埋立場所等に排出しようとする廃棄物に含まれる金属等の検
出方法」昭和48 年 環境庁告示第14 号）により廃棄物に含まれる物質を溶出させた場合における物質の
濃度として表示されたものとする。 
・「検出されないこと」とは、第4 条の規定に基づき環境大臣が定める方法により検定した場合において
、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 
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表 2.2 「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」（昭和 48 年、総理府令第 5

号）の第一条に規定する産業廃棄物の埋立処分に係る判定基準 

（最終改正 平成 15 年 12 月 24 日 環境省令第 32 号） 
 

金属等の名称 
 

判定基準（溶出基準による） 

  
水銀 

 
ｱﾙｷﾙ水銀化合物 

 
検出されないこと 

 
水銀、又は、その化合物 

 
0.005mg/L 以下 

 
ｶﾄﾞﾐｳﾑ又はその化合物 

 
0.09mg/L 以下 

 
鉛又はその化合物 

 
0.3mg/L 以下 

 
有機ﾘﾝ化合物 

 
1mg/L 以下 

 
六価ｸﾛﾑ化合物 

 
1.5mg/L 以下 

 
ヒ素又はその化合物 

 
0.3mg/L 以下 

 
ｼｱﾝ化合物 

 
1mg/L 以下 

 
ＰＣＢ 

 
0.003mg/L 以下 

 
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
0.1mg/L 以下 

 
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
0.1mg/L 以下 

 
ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 

 
0.2mg/L 以下 

 
四塩化炭素 

 
0.02mg/L 以下 

 
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 

 
0.04mg/L 以下 

 
1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
1mg/L 以下 

 
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
0.4mg/L 以下 

 
1,1,1 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

 
3mg/L 以下 

 
1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

 
0.06mg/L 以下 

 
1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 

 
0.02mg/L 以下 

 
ﾁｳﾗﾑ 

 
0.06mg/L 以下 

 
ｼﾏｼﾞﾝ 

 
0.03mg/L 以下 

 
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 

 
0.2mg/L 以下 

 
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 

 
0.1mg/L 以下 

 
ｾﾚﾝ又はその化合物 

 
0.3mg/L 以下 

 
1,4ーｼﾞｵｷｻﾝ 

 
0.5mg/L 以下 

備考 
１ この表の一（ｱﾙｷﾙ水銀化合物、水銀又はその化合物）の項から二十四（1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ）までに掲げる基準は、第四条の規定に基
づき環境大臣が定める方法により令第六条第一項第三号八（１）から（５）までに掲げる産業廃棄物、同号タ、レ若しくはソに規
定する産業廃棄物、指定下水汚泥若しくは鉱さい若しくはこれらの産業廃棄物を処分するために処理したもの又は廃ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪ
ﾆﾙ等若しくはﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ汚染物の焼却により生じた燃え殻、汚泥も若しくはばいじんに含まれる当該各項の左欄に掲げる物質
を溶出させた場合における当該各項の右欄に掲げる物質の濃度として表示されたものとする。 
３ 「検出されないこと。」とは、第四条の規定に基づき環境大臣が定める方法により検定した場合において、その結果が当該検
定方法の定量下限値を下回ることをいう。 

なお、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類は「特別管理産業廃棄物の埋立処分に係る判定基準」として規定されており、上記項目に追加で
示されている。 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類（ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法（平成十一年法律第百五
号）第二条第一項に規定するﾀﾞｲｵｷｼﾝ類をいう。以下同じ。） 

 
3ng/g 以下 

備考 
２ この表の二十五（ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類）の項に掲げる基準は、第四条の規定に基づき環境大臣が定める方法により令第六条の五第一項
第三号ナに掲げる指定下水汚泥又は指定下水汚泥を処分するために処理したものに含まれるこの表の左欄に掲げる物質を検定し
た場合における同項の右欄に掲げる物質の濃度として表示されたものとする。 
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表 2.3 「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 3年、環境庁告示第 46 号） 

（最終改定 令和 2 年、環境庁告示 44 号） 
 

項目 
 

環境上の基準 

 
ｶﾄﾞﾐｳﾑ 

 
 0.003mg/L 以下、農用地においては 0.4mg/米 1kg 未満であること 

 
全ｼｱﾝ 

 
 検出されないこと 

 
有機燐 

 
 検出されないこと 

 
鉛 

 
 0.01 mg/L 以下 

 
六価ｸﾛﾑ 

 
 0.05 mg/L 以下 

 
ヒ素 

 
 0.01 mg/L 以下、農用地(田に限る)においては、15 mg/kg 未満 

 
総水銀 

 
 0.0005 mg/L 

 
ｱﾙｷﾙ水銀 

 
 検出されないこと 

 
PCB 

 
 検出されないこと 

 
銅 

 
 農用地(田に限る)において、125 mg/L 未満 

 
ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 

 
 0.02 mg/L 以下 

 
四塩化炭素 

 
 0.002 mg/L 以下 

 
ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
0.002mg/L 以下 

 
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 

 
 0.004 mg/L 以下 

 
1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
 0.1 mg/L 以下 

 
1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
 0.04 mg/L 以下 

 
1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

 
 1 mg/L 以下 

 
1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

 
 0.006 mg/L 以下 

 
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
 0.01 mg/L 以下 

 
ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

 
 0.01 mg/L 以下 

 
1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 

 
 0.002 mg/L 以下 

 
ﾁｳﾗﾑ 

 
 0.006 mg/L 以下 

 
ｼﾏｼﾞﾝ 

 
 0.003 mg/L 以下 

 
ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 

 
 0.02 mg/L 以下 

 
ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 

 
 0.01 mg/L 以下 

 
ｾﾚﾝ 

 
 0.01 mg/L 以下 

 
ふっ素 

 
 0.8 mg/L 以下 

 
ほう素 

 
 1 mg/L 以下 

 
1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 

 
0.05mg/L 以下 
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2.3. 底質の環境基準達成把握のための底質調査 

底質のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類を対象とする調査は、原則として「河川、湖沼におけるダイオキシン類常時

監視マニュアル（改定案）」（国土交通省、令和 3 年 3月）、底質の暫定除去基準を対象とする

調査は、「底質試験方法」（環境省 水・大気環境局、平成 24 年 8 月）に従って、調査を実施す

る。 

 

2.3.1. 調査すべき水域 

底泥の環境基準達成のための調査においては、原則として管理水域全域の調査を実施する。

 

底質の環境基準達成のための調査は、底泥に基準が設定されている化学物質の管理水域にお

ける監視を目的とするため、原則として管理水域全域を対象として調査を実施する。 

 

2.3.2. 採泥地点 

対象水域の水質の環境基準地点から河床材料が泥状である地点を選定する。既往の調査にお

いて基準を超える底質汚濁が認められる水域においては、必要に応じて汚濁範囲を把握するた

めに調査地点を追加する。採泥においては、調査地点の代表性を有するように、河川、湖沼の

底泥の状況を考慮して設定する。 

 

ﾀﾀﾞｲｵｷｼﾝ類、底質の暫定除去基準別に、準拠するﾏﾆｭｱﾙ、採泥地点の設定の考え方を以下に

示す。下記の考え方によって、採泥地点を設定する。 

(1) ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の底質調査地点（「河川・湖沼等におけるダイオキシン類常時監視マニュアル（改定

案）」 

 

〇調査地点の設定 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類に係る公共用水域の底質の常時監視の調査地点は、以下を原則とする。そのう

ち、基準監地点は、1 水系 1 地点以上設けるものとする。 

基準監視地点：水系の順流最下流端に位置する環境基準地点 

       直轄湖沼の湖心 

補助監視地点：その他の環境基準地点、過去の調査結果や河川砂防技術基準調査編を考

慮した調査地点、底質の堆積しやすい最下流地点（感潮域）及びﾀﾞﾑ・堰

等のうち、いずれかで基準監視地点における監視を補完する地点 

重点監視状態にある地点：基準監視地点、補助監視地点のうち環境基準値を超えた地点

〇採泥位置 

河川の横断方法の採泥位置は細粒分（粘土、ｼﾙﾄ分）の多い堆積物がある箇所とする。 

湖沼での採泥位置は、湖心の表層を原則とする。 
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(2) 底質の暫定除去基準項目の底質調査地点（「底質調査方法」） 

 

〇概況調査 

河川においては環境基準点を基本としながら、流域の特性に合わせて採取地点を適宜増

加することが望ましい。 

湖沼においては、調査対象水域の規模及び予想される汚染の程度に応じて均等ﾒｯｼｭ（通

常 2～6km）で採取地点を設ける。 

 

〇精密調査 

河川においては、幅の広い場合にあっては均等ﾒｯｼｭ（通常 50m）で、幅の狭い場合にあっ

ては、流下方向数 10m（通常 50m）ごとに汚泥の堆積しやすい場所を採取地点とし、水域の

状況等により適宜地点を増加する。 

湖沼においては、調査対象水域に均等ﾒｯｼｭ（通常 200～300m）で採取地点を設定するもの

とし、河口部等の堆積汚泥の分布状況が変化しやすい場所等においては、必要に応じて地

点を増加するものとする。 

 

2.3.3. 採泥方法 

底泥は原則としてｴｸﾏﾝﾊﾞｰｼﾞ型採泥器又はこれに準ずる採泥器を用いて採取する。採泥は原則

底質の表層から 10cm 程度の底質を 3 回以上採取して、それらを混合して試料とする。 

 

ｴｸﾏﾝﾊﾞｰｼﾞ型採泥器での採取が困難な場合は、これに準ずる採泥器を使用するものとし、底

質の状態、採取層厚等の情報を記録する。 

深さ方向の調査が必要な場合には、ｱｸﾘﾙﾊﾟｲﾌﾟ等を用いて柱状採泥を行い、柱状試料を各層

から採取することとする。表層の情報を得たい場合には、底質表面から 10cm 程度の底質を混

合したものを試料とする。なお、採取は 1 回でも差し支えない。 

 

2.3.4. 測定項目 

調査項目は、底質の環境基準の設定されているﾀﾞｲｵｷｼﾝ類及び底質の暫定除去基準が設定され

ている水銀及び PCB とする。 

その他、採泥時には、現地において流量、水温、底泥の色、臭気、pH、酸化還元電位などの

底質環境項目を把握しておく。 

 

2.3.5. 採泥の時期及び頻度 

調査は、原則として出水時や渇水時を避けた平水時に実施する。 

〇ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の底質調査 

調査頻度は、基準監視地点は 1 回/年、補助監視地点は 1回/3 か年、重点監視状態にある

地点では 2回/年又は 4回/年とし、原則としてﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の水質調査時と同時に実施する。

〇底質の暫定除去基準の底質調査 

調査頻度は 1 回/年以上行うものとして、水質調査の実施時期に合わせることが望ましい。

 

底質はおおむね平水位以下の水底の底泥であると定義しているため、調査は対象水域が平水

位である時期に実施することが望ましい。また、定常状態における底質の現状を把握するため

に、降雨や強風の影響を受け、底泥が巻上げられている可能性のある日は調査を避ける必要が

ある。 

基準を超えるなど汚濁が著しく、除去等の対策を講じる必要性を有する地点については、汚
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濁状況を監視する目的で調査頻度を多くする必要がある。下流への流下や底泥の巻き上げによ

る水質や生態系への影響の恐れのある出水後や水質への溶出の影響を考慮して水温の異なる

季節毎の調査を実施する。 

 

2.3.6. 調査結果の評価と活用 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類については、底質に係る環境基準との比較を行い、環境基準を超過した場合は、「河

川、湖沼等における底質ダイオキシン類対策マニュアル（案）」（国土交通省、平成 20 年 4 月）

を用いて、概略調査、詳細調査確定調査、対策手法・工法の検討、工事影響防止策の検討、対

策実施後の調査を行う。 

PCB 及び水銀については、調査結果を底質の暫定除去基準と比較を行い、基準を超過した場

合は、該当調査地点の底泥は浚渫等による除去対象となり、「底質の処理・処分等に関する暫

定除去指針について」（昭和 49 年 5 月 30 日環水管第 113 号）に従って、浄化対策を実施しな

ければならない。 

 

基準を超える底泥の存在が確認された後、汚濁底泥の範囲や深度を把握するための汚濁地点

を中心とする詳細調査を実施する必要がある。 

また、基準を超過していない調査地点についての評価は、経年的な汚濁状況の推移（水質変

化や流域の下水道の整備状況等を踏まえる）及び管理区間の底質の縦断傾向、分布傾向等を把

握して対象項目の汚濁の現状を評価する。 

一方、底質の暫定除去基準は、「底質調査方法」の精密調査の結果に基づき、ﾒｯｼｭを設定し

ている場合にあってはそれぞれのﾒｯｼｭの 4 交点の測定値の平均値を当該ﾒｯｼｭの平均濃度とし、

その他の場合にあっては隣り合う 2 点の測定値の平均値を当該区間の平均濃度とし、それぞれ

の平均濃度において基準超過の判定を行うものとしている。 

基準との比較は、事業推進に係る調査等（豊かな生態系に係る調査、水質保全事業に係る調

査）においても当該水域の底質の状況を判断するための基礎資料として活用される。 
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2.4. 水質の環境基準達成把握のための底質調査 

2.4.1. 調査すべき水域 

水質の環境基準達成のための底質調査は、原則として管理水域全域の調査を実施する。 

 

水質の環境基準達成のための底質調査は、水質で環境基準が設定されている物質の底泥との

相互影響を把握するための監視を目的とするため、原則として管理水域全域を対象として調査

を実施する。 

 

2.4.2. 採泥地点 

対象水域の水質の環境基準地点から河床材料が泥状である地点を選定する。採泥においては、

調査地点の代表性を有するように、河川、湖沼の底泥の状況を考慮して設定する。 

 

調査目的は水質の環境基準の監視であり、調査結果は水質との比較検討をするため、調査地

点は水質調査地点と同じ地点を設定する。ただし、河床材料が砂礫である地点は調査の対象外

とする。採取方法の考え方は、2.3.2 と同様である。 

結果の評価により水質の環境基準達成において底泥の汚濁が影響を与えていると判断され、

汚濁底泥の除去等の対策を実施する必要が生じた場合にも同じ地点で採泥が実施できるよう

に、採泥地点については、詳細な位置を把握することとする。 

 

2.4.3. 採泥方法 

底泥は原則としてｴｸﾏﾝﾊﾞｰｼﾞ型採泥器又はこれに準ずる採泥器を用いて採取する。採泥は原則

底質の表層から 10cm 程度の底質を 3 回以上採取して、それらを混合して試料とする。 

 

2.3.2 と同様である。 

 

2.4.4. 測定項目 

調査項目は、水質の環境基準が設定されている物質のうち、過去の水質汚濁の状況や鉱業排

水、工業地帯があるなどの流域特性を踏まえ、底質への沈降性・蓄積性が高い物質を選定する。

含有量が高く水質への影響が大きいと判断される物質については、必要に応じて底泥の溶出試

験を実施する。 

その他、採泥時には、現地において流量、水温、底泥の色、臭気、pH、酸化還元電位などの

底質環境項目を把握しておく。 

 

調査項目は、水質に環境基準が設定されている物質より選定する。 

底泥の汚濁が水質に影響を与えていると判断される物質については、「底質調査方法」に従

った底泥溶出試験を実施し、「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令第 5 条第 1項

に規定する埋立場所等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める省令」

（昭和 48 年、総理府令第 6 号）の第一条に規定する水底土砂に係る判定基準を上回る場合は

底泥の除去等の対策を講じる必要がある。 

逆に、水質への影響が少ないと判断される項目については、水質で検出されない限り、項目

を除外しても良い。  
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2.4.5. 採泥の時期及び頻度 

調査は、原則として出水時や渇水時を避けた平水時に実施する。 

水質の環境基準を超えていない地点については、1 回/年の頻度で調査を実施する。環境基準

を超え、底質の影響が大きいと判断される地点及び項目については、水温の高い夏季の調査を

行う。なお、可能であれば、年間の異なる季節毎に底泥溶出試験を実施することが望ましい。

 

底質は水質と比較して時間的な変動は少ないため、汚濁の程度が低いと判断される場合は、

調査頻度は 1 回/年程度でよい。水質の環境基準を超えるなど水質汚濁が著しく、その汚濁が

底泥の汚濁によるものと判断される場合は、底泥の溶出速度等の水質に及ぼす底泥の影響を測

定するが、底泥からの溶出量は水温に大きく左右されるため、水温の高い夏季の調査が必要で

ある。可能であれば、年間の異なる季節毎に数回実施することが望ましい。 

逆に、水質への影響が少ないと判断される項目については、水質で検出されない限り、3～5

年に 1 回程度の調査頻度を落としても良いが、底質の調査結果は採泥地点の誤差によるﾊﾞﾗﾂｷ

が大きいため、汚濁影響の判断には長期的な視点での継続調査が必要である。 

 

2.4.6. 調査結果の評価と活用 

底質は水中の濁質や汚濁物質が堆積、蓄積したものであるため、底質濃度と水質の経年傾向

を比較することにより、当該水域の流域からの影響や過去の水質汚濁の履歴を把握することが

できる。 

底泥の水質に及ぼす影響により水質が環境基準を超えるようであれば、水質改善のために底

泥除去等の対策を講じる必要がある。 

 

底質調査において、長年にわたり検出率が低く、水質への影響が低いと判断される項目につ

いては調査頻度を少なくする、調査項目の選定から除外する等の調査計画の変更等についても

検討すると良い。逆に底質の含有量の高い項目については、水質で長年にわたり検出されてい

ない場合でも、底泥からの溶出や巻上げを考慮し、水質調査を実施することが望ましい。 
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3. 河川管理上行う底質調査 

3.1. 調査すべき水域 

底質環境（底泥の堆積状況等）の現状を把握する必要が生じた場合については、管理水域全

域の調査を実施し、汚濁の現状を把握する調査においては、堆積している底泥について調査を

実施する。 

 

底質調査は、流域内で発生した排水の成分が濃縮された形で底泥に堆積した場合が多いので、

底泥を調査することにより、過去に流下した水中に含まれていた成分を把握することができるこ

とから実施するものである。さらに、底質調査では、水底環境の現状あるいは汚濁の現状を把握

し、底質の汚染が確認された場合には水域の良好な生活環境、自然環境や生態系の保全を図るた

めの対策を検討するための情報とするものである（「国土交通省河川砂防技術基準調査編」（国

土交通省水管理・国土保全局、平成 26 年 4 月、以降、河川砂防技術基準調査編）の「第 12 章水

質・底質調査」「第３節底質調査」）。 

そのため、河川管理者は、どこにどの程度の底泥が堆積しているかを把握し、さらに、その底

泥が汚濁されているのか、水質や生態系に影響を与えているのかを把握することが望ましい。底

泥の堆積状況を把握するには、管理水域全域を対象とした調査を実施する。 

 

3.2. 採泥地点 

底泥調査を行う場合には、次の順序で調査を行うことを標準とし、採泥地点の選定は以下と

する。 

1)汚染状況調査 

採泥地点の選定は、河川（湖沼を除く）については、河口のほか、その上流の排水口、汚染

した支川等の位置を考慮して、数か所の採泥地点を定めることを標準とする。 

湖沼では、その状況に応じて、１水域につき少なくとも３地点以上の採泥地点を設けること

を標準とする。また、採泥は表層部のみについて行う。 

2)概況調査 

採泥地点は、順流域については原則として汚濁源より下流側に、感潮域については、海水の

遡上を考慮して、汚濁源の上流側に向かっても、必要に応じ適切な間隔で測定地点を設けるこ

とを標準とする。 

また、湖沼については、調査対象水域の規模及び予想される汚染の程度に応じて適切な採泥

地点を定める。また、採泥は表層部のみについて行う。 

3)精密調査 

採泥地点は、河川及び湖沼については、概況調査の結果に基づいて、底泥が汚染され、ある

いは堆積物が堆積している範囲の区域についてより細かく定めることを標準とする。 

採泥深度は、あらかじめ数地点でボーリングを行って柱状試料を採取し堆積物の分布状態が

一様であることが認められている場合については、表層付近のみの採泥で差し支えない。しか

し、堆積物が多層にわたっている場合で、含有物に変化が認められる場合には、ボーリングな

どによる採泥を行って柱状試料を採取する。 

出典：「国土交通省河川砂防技術基準調査編」（国土交通省水管理・国土保全局、平成 26 年 4 月）

「第 12 章水質・底質調査」「第３節底質調査」 

 

採泥地点の選定の考え方は「国土交通省河川砂防技術基準調査編」（国土交通省水管理・国土

保全局、平成 26 年 4 月）に準拠する。 

局所的に河床材料の変化の激しいところでは、その変化の現状が詳細に把握できるように、必

要に応じて、現地調査時に採泥地点を増やす。 
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汚濁の現況を把握するための調査では、河床材料の結果を踏まえた上で、粒子が微細で水分量

が多く、有機汚濁が著しいと想定される地点を選定する。河床材料が砂礫の地点は、調査地点か

ら除外して良い（図 3.1 参照）。 

一般に、粒径が細かい底泥は、表面積が大きいため、汚濁物質が吸着しやすく、水分も多いた

め乾泥中の汚濁物質の含有量が多くなる傾向がある。また、粒子が細かく比重が軽い底泥は、流

速の影響を受けやすく、底泥の巻上げによる水質汚濁の原因となる。それらの汚濁底泥は、河川

では人為的な水質汚濁を受けている支川の流入域、河川の最下流でかつ潮汐により流れが停滞し

底泥が堆積しやすい河口部、堰の湛水区域、湖沼では流入河川の河口域、水深の深い湖央部等に

分布していることが多い。採泥試料は、原則として表泥とする。 

なお、調査地点の選定においては、過去の経年的な汚濁状況を踏まえ、汚濁状況に変化が少な

い地点では調査地点から除外したり、汚濁が著しく汚濁範囲が下流等に広がるおそれがある場合

は地点を増やすなど、結果に基づいて地点の見直しを図る必要もある。 

 
図 3.1 河床の河床材料の変化と底泥の堆積 

上流部 中流部 下流部 河口部

鉱山

流入支川

管理水域＝河床材料調査対象区域

工場

重金属

化学物質等

田畑

農薬、Ｎ、Ｐ

植生
重金属等
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れる。
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る。

河床には大石や巨岩が多い。
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3.3. 測定項目 

汚濁域を対象とする汚濁の現況調査は、有機汚濁の現況を把握するための項目と鉱業排水、

工業地帯があるなどの流域特性を踏まえ、重金属等の有害物質で底泥に堆積しやすく溶出によ

り水質に影響を及ぼす項目を調査する。 

 

底質の汚濁の現況調査は、底泥が何に、どの程度汚濁されているかを把握するための調査であ

り、底質濃度に影響を与える水質汚濁の状況、流域の汚濁負荷源の有無等を考慮して、調査項目

を選定する。項目選定の考え方は、表 3.1 および図 3.2 に示すとおりであり、実際の調査にお

ける項目の選定例を表 3.2 に示す。 

 

「国土交通省河川砂防技術基準調査編」（国土交通省水管理・国土保全局、平成 26 年 4 月）

では測定項目の例示として以下のように示されている。 

(1)汚染状況調査 

観測測定項目は、堆積厚、堆積物の状態、底質の性状、汚染の状況が把握できる項目等につ

いて選定して測定するものとし、たとえば、色相、臭気、水分、固形分、粒度分布、pH、酸化

還元電位（ORP）、強熱減量、COD、TOC、硫化物、鉄、ﾏﾝｶﾞﾝ、総水銀、ｱﾙｷﾙ水銀、PCB、ｶ

ﾄﾞﾐｳﾑ、鉛、ｸﾛﾑ、六価ｸﾛﾑ、ヒ素、亜鉛、ﾆｯｹﾙ、総窒素、総ﾘﾝ、n-ﾍｷｻﾝ抽出物質とする。 

  (2)概況調査 

観測測定項目は、堆積厚、底質の状況（堆積物、砂、ｼﾙﾄの別、色、酸化還元電位（ORP）、

臭気等）を観測するとともに、汚染が認められた項目から選定し、たとえば、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類、水銀、

PCB、ｶﾄﾞﾐｳﾑ、鉛、ｸﾛﾑ、六価ｸﾛﾑ、ﾋ素、全有機塩素化合物）などがある。また、当該水域の底

泥の汚染と関係する成分を選定して行うものとし、たとえば、総窒素、総ﾘﾝ、COD、硫化物、

鉄、ﾏﾝｶﾞﾝ、亜鉛、ﾆｯｹﾙ、n-ﾍｷｻﾝ抽出物質等について測定を行う。 

採取地点の主な物理化学的情報（水分、強熱減量、粒度組成、全有機炭素、硫化物等）を分析

することが望ましい。 

 

調査結果を基に、必要に応じて調査項目の見直しを行う。堆積状況、底質環境、有機物汚濁の

指標については、当該水域の底泥汚濁状況の経緯を把握するために継続的に実施することが望ま

しいが、重金属等の有害な化学物質については、濃度が経年的に増加傾向であり、水質や生態系

に影響の大きいと判断される項目については、監視項目として継続調査が必要とされる。調査の

結果、流域には発生源があるものの濃度が低く、影響が少ないと判断される項目については調査

頻度を減らしたり、調査項目から除外しても良い。 
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表 3.1 (1) 底質調査項目選定の考え方 

分 類 主な調査項目 選定の考え方 
堆積状況の判

定（物理的基本

性質） 

粒度分布、比重 粒子の大きさや重さの判定のために選定する。 
河床材料調査により既往の結果がある場合は省略できるが、

汚濁の著しい地点では年 1 回程度の調査が必要である。 
水分、色、臭気 色、臭気の観察は汚濁の概況を知ることができるため、採泥

時に目視で必ず実施する。一般に、底泥が汚濁して無酸素状態

にあり、還元性が強いほど、底泥の色は黒く、臭気が強い傾向

がある。 
水分は、底泥中の間隙水の量を把握できるほか、乾泥当たり

濃度の計算において必須の項目であるため、採泥後、分析まで

に時間を要し、水分量に変化があると考えられる場合は、時間

経過毎に測定が必要となる。 
底質環境の判

定 
pH、 
酸化還元電位（ORP） 

底泥の酸化還元状態や溶出の程度を判断する項目であり、水

と接する底泥表面の化学的な状態を判断できるため、水質への

影響が懸念される地点では、採泥時に現地で測定する。 
間隙水中の pH が酸性になると、重金属を溶出しやすくなり、

ｱﾙｶﾘ性になると、栄養塩のｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒素が溶出しやすくなる。

酸化還元電位で、嫌気状態（測定値がﾏｲﾅｽ）であると、底泥

中の金属の硫化物が分解して、硫化水素の発生や重金属の溶出

が起きる。 
有機物汚濁の

判定 
強熱減量、 
有機炭素（TOC、TC）、

COD の有機物の基本指

標項目 

原則的に底泥の汚濁状況は有機物汚濁の度合いで判断する

ため、いずれかの項目について必ず実施する。 
底泥は生物学的にも化学的にも難分解性の有機物が多いた

め、底泥を燃焼する強熱減量や TOC の選定が望ましい。特に

強熱減量は、測定方法が簡便であり、底泥中の有機物量のおお

よその目安となるため、原則的に調査項目に加えるが、低温で

揮発する有機物以外の物質（水銀など）も同時に減量されるた

め、炭素量そのものを把握するには、TOC(TC)や COD を選定

すると良い。 
総窒素と総炭素（TOC）の相対濃度（C/N 比）は、堆積物が

生物の構成比に近い生物由来のものか土砂の構成比に近い土

砂由来のものかの底泥の起源を知る指標ともなる。 
BOD 底泥中の有機物は生物学的に難分解性の物質が多く、底泥中

の化学物質の酸化反応による誤差も大きいため、水質と異なり

有機物量の指標としての重要度は低い。 
ただし、底泥が水中の溶存酸素を消費する量の概略を知るこ

とができるため、嫌気状態下の底泥については底泥の酸素消費

速度判定のための簡便手法として選定することもある。 
硫化物 底泥の有機物汚濁が顕著で、還元状態が進むと水中の硫黄化

合物や硫酸ｲｵﾝが還元されて、硫化水素を発生するとともに、金

属と結合して硫化物となる。 
酸化還元電位の測定により底泥の還元性が強いと判断され

る底泥では還元状態の推移の基礎資料となるため、実施するこ

とが望ましい。また、水中に硫黄化合物が多い鉱水（温泉、鉱

山等）の影響を受ける水域や硫酸ｲｵﾝの多い海水の混入する水

域では硫化物含有量が多いため、項目として選定する。 
総窒素（TN）、 
総ﾘﾝ（TP）、 
無機態窒素（ｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒

素）、 
無機態ﾘﾝ（ｵﾙﾄﾘﾝ酸態ﾘ

ﾝ）、 
有機態窒素（ｹﾙﾀﾞｰﾙ窒素）

生物の遺骸、工場排水、家庭排水等の流入する水域では有機

物汚濁と同時に窒素、ﾘﾝの汚濁が進む。窒素、ﾘﾝは水域の富栄

養化に大きく影響するため、湖沼等の閉鎖性水域では調査項目

として選定する。 
原則的に総窒素、総ﾘﾝについて継続的に測定し、還元状態が

著しい底泥については、有機物質の分解が進んで水に溶けやす

い無機態の窒素、ﾘﾝが増加するため水質への影響を踏まえて必

要に応じてそれらの項目を追加する。 
C/N 比は、堆積物が生物由来のものか土砂由来のものかを知

る指標ともなる。 

表 3.1 (2) 底質調査項目選定の考え方 
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分 類 主な調査項目 選定の考え方 
化学物質によ

る汚濁の判定 
ｶﾄﾞﾐｳﾑ、鉛、ヒ素、 
水銀、ｸﾛﾑ、ｾﾚﾝ、 
銅、亜鉛、ほう素等 
の有害金属類 

水質及び底質調査において、過去に汚濁の実績がある場合

は、その項目を選定する。 
水質汚濁の実績がない場合でも、流域に発生源となる工場

や鉱山、廃坑等が存在し、排水の流入の可能性がある場合は

選定する。 
火山や温泉等により地質的にヒ素、ほう素等を在来地盤で

多く含む可能性がある場合は、これらを選定する。 
PCB、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類＊ 
等の有害塩素系ﾎﾟﾘﾏｰ物

質 

水質及び底質調査において、過去に汚濁の実績がある場合

は、その項目を選定する。 
水質汚濁の実績がない場合でも、流域に製紙工場や廃棄物

処理場の燃焼炉などが存在し、排水の流入の可能性がある場

合は選定する。 
ﾁｳﾗﾑ、ｼﾏｼﾞﾝ等の有害農薬 水質及び底質調査において、過去に汚濁の実績がある場合

は、その項目を選定する。 
汚濁の実績がない場合でも、流域に田畑やｺﾞﾙﾌ場などが存

在する水域では、排水の流入や出水による表土の流出により

底泥に堆積している可能性があるため、必要に応じて直前に

散布された農薬に含まれる成分について選定する。 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ、四塩化炭素等 
の有害揮発性有機物質 

原則的に水中で揮発し、底泥には堆積しにくい物質である

が、流域で過去に地下水汚染事故や土壌汚染等が発生し、流

入の可能性がある場合は選定する。 
ﾌﾀﾙ酸ｴｽﾃﾙ類、 
ﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙ等 
の外因性内分泌攪乱化学

物質（環境ﾎﾙﾓﾝ） 

現状では情報が少なく、リスク評価も十分に進んでいない

ため、それらを検討する基礎ﾃﾞｰﾀ収集のための調査として、

必要に応じて水質調査と同時に実施する。 
項目は、調査の目的に応じて選定する。 

水質､生態系

への影響の判定 
酸素消費速度試験 湖沼などの閉鎖性水域や堰湛水域等の停滞性水域で、底泥

の有機物汚濁が著しく水質の溶存酸素減少に底泥が影響し

ていると考えられる地点で、必要に応じて選定する。 
底泥の酸化還元状態や有機物汚濁の結果を把握した後、地

点を絞り込んで調査を実施する。 
底泥溶出速度試験 湖沼などの閉鎖性水域や堰淡水域の停滞性水域で、底泥の

有機物汚濁が著しく底泥中の窒素、ﾘﾝ、有害物質が溶出し、

水質の汚濁に底泥が影響していると考えられる地点で、必要

に応じて選定する。 
底泥の酸化還元状態や有機物汚濁の結果を把握した後、地

点を絞り込んで調査を実施する。 
測定項目は、水質への影響項目とする。 

溶出試験 底泥の粒子が細かく、巻上げられやすい状態にある地点

で、有害物質の含有量が多く、水質の汚濁に底泥が影響して

いると考えられる場合、必要に応じて選定する。測定項目は、

水質への影響項目とする。 

＊「ダイオキシン類」については、「河川・湖沼等におけるダイオキシン類の常時監視マニュアル(案)」を参考とする。 
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図 3.2 底質調査項目選定のフロー 
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表 3.2 (1) 汚濁の現況把握のための項目選定の例（河川） 

 
 

表 3.2 (2) 汚濁の現況把握のための項目選定の例（湖沼） 

 
 

 

 

分類 調査項目 調査地点 選定理由

粒度分布

比重

水分

色、臭気

ｐＨ

酸化還元電位

強熱減量 有機物汚濁の基本情報として選定

ＴＯＣ 河口堰湛水域 C/N比による堆積底泥の起源判定のため選定

硫化物
汚濁支川合流点
および河口域

還元状態にあり、その推移および水質、生態系への影響を
把握するために選定
C/N比による堆積底泥の起源判定のため選定

堰湛水域の富栄養化への影響把握のため選定

総リン 河口堰湛水域 堰湛水域の富栄養化への影響把握のため選定

銅

鉛

カドミウム

クロム
中流の汚濁支川合
流点より下流地点

支川流域にメッキ工場が存在するため選定

ダイオキシン類＊ 下流の製紙工場
周辺の地点

下流に製紙工場が存在するため選定

ＣＮＰ
上流の耕作地
周辺の地点

過去にＣＮＰが散布されており、底質調査において検出さ
れているため選定

底泥の酸素消費
速度試験

汚濁支川合流点
および河口域

還元状態にあり、底層の水質の溶存酸素が低いため選定

溶出試験 河口域
粒子が細かく、浮泥状態にあり、鉱山の影響を受けて銅、
カドミウム、鉛の含有量が多いため3項目を選定

＊「ダイオキシン類」については、「河川・湖沼等におけるダイオキシン類の常時監視マニュアル(案)」を参考とする。

上流に銅鉱山が存在するため選定。鉛、カドミウムは、銅
鉱の不純物として流出が多いため選定する。

水質、生態系へ
の影響の判定

有機物汚濁の
判定

総窒素 河口堰湛水域

化学物質による
汚濁の判定

全地点

堆積状況の判定

全地点

汚濁状況判定の基本情報として選定

底質環境の判定 表泥の酸化還元状態判定のため選定

分類 調査項目 調査地点 選定理由

粒度分布

比重

水分

色、臭気

ｐＨ

酸化還元電位

強熱減量 有機物汚濁の基本情報として選定

ＴＯＣ C/N比による堆積底泥の起源判定のため選定

硫化物
還元状態にあり、その推移および水質、生態系への影響を
把握するために選定
水質の富栄養化が著しいため選定

C/N比による堆積底泥の起源判定のため選定

総リン 全地点 水質の富栄養化が著しいため選定

ダイオキシン類
＊ 流入河川河口域

および湖心
過去に底質で検出されており、濃度が高いため選定

重金属類 選定しない
流域に汚染源が無く、水質汚濁の実績もないため、選定し
ない

底泥の酸素消費
速度試験

還元状態にあり、底層の水質の溶存酸素が低いため選定

底泥溶出
速度試験

有機物汚濁が著しく、水質への影響が大きいと考えられる
ため選定、湖心は代表地点として選定。

＊「ダイオキシン類」については、「河川・湖沼等におけるダイオキシン類の常時監視マニュアル(案)」を参考とする。

水質、生態系へ
の影響の判定

流入河川河口域
および湖心

流入河川河口域
および湖心

化学物質による
汚濁の判定

総窒素 全地点

堆積状況の判定

全地点

汚濁状況判定の基本情報として選定

底質環境の判定 表泥の酸化還元状態判定のため選定

有機物汚濁の
判定



Ⅶ章 

-255- 

 

図 3.3 流域特性による底質測定項目の選定 

 

3.4. 採泥の時期及び頻度 

調査は、原則として出水時や渇水時を避けた平水時に実施する。 

汚濁の現状を把握するための調査は、汚濁が著しく水質や生態系に影響があると想定される

地点は汚濁物質について 1 回/年程度の調査を実施し、汚濁の度合いが少ない地点においては、

3～5 年に 1回の頻度で調査を実施する。 

 

底質はおおむね平水位以下の水底の堆積物であると定義しているため、調査は対象水域が平水

位である時期に実施することが望ましい。また、定常状態における底質の現状を把握するために、

降雨や強風の影響を受け、底泥が巻上げられている可能性のある日は調査を避ける必要がある。 

河床材料の調査では、おおよそ 3～5 年に 1 回の頻度で実施するが、大きな出水により、河床

材料の分布状況に変動が想定される場合は、変動後の状況を把握するために調査を行うこととさ

れており、底質調査も同様の考え方で調査を行う。 

汚濁の著しい地点では、汚濁状況を監視する目的で調査頻度を多くする必要がある。ただし、

底質は水質と比較して時間的な変動は少ないため、調査頻度は 1 回/年程度でよい。汚濁の程度

が低いと判断される場合は、河床材料の調査に併せて、大きな出水後又は 3～5 年に 1 回の頻度

で実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 流域特性の評価

散布実績を考慮して流入の
可能性の高い農薬を選定

揮発性有機物による地下
水、土壌の汚染

汚染実績のある揮発性有機
物を選定

排水の可能性のある化学物質で蓄
積性の高い物質を選定

工場

流入の可能性の高い重金属を選
定

ゴルフ場鉱山、廃坑 温泉、火山 田畑
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3.5. 調査結果の評価と活用 

調査結果により、経年的な汚濁状況の推移（水質変化や流域の下水道の整備状況等を踏まえ

る）及び管理区間の底質の縦断傾向、分布傾向等を把握して対象項目の汚濁の現状を評価する。

汚濁傾向が著しく、水質や生態系に影響を与えていると想定される底泥については、長期的

な視点に立ち、水質汚濁機構解明のための調査や豊かな生態系に係る調査を実施するための判

断資料として活用される。 

 

原則として、長期的な視点に立ち、堆積状況や汚濁傾向を把握する。 

汚濁底泥の長期的な堆積状況の傾向を把握するには、経年変化を作図すると良い。底質は、採

泥時のｻﾝﾌﾟﾙ誤差が大きく、結果にﾊﾞﾗﾂｷがあるため、年変動が大きい場合は、移動平均等の統計

処理を行うことにより、経年傾向が明確になることもある。 

 

 

図 3.4 底質含有量の経年変化と移動平均による統計処理（江戸川） 

 

基準の設定されているﾀﾞｲｵｷｼﾝ類、PCB 及び水銀については、基準との比較で汚濁状況を判定

できるが、基準のない項目については、底質が汚濁されているかどうかの明確な根拠が存在しな

いため、濃度レベルに関しての評価は困難である。しかし、測定ﾃﾞｰﾀがある程度蓄積されている

場合には、管理区間内や全国で調査された底質調査結果についての濃度分布状況を整理し、当該

水域や全国河川における一般値（中央値）や異常値（5%値以下、95％値以上）等の統計的な濃度

を計算することにより、実測値の汚濁ﾚﾍﾞﾙの評価を行うことができる。 

 

図 3.5 濃度分布の解析事例  
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その他、河川における縦断変化図や湖沼における表泥濃度分布等地点間の濃度比較等を実施し、

流域の状況や河川勾配、河床材等との関係を含めて結果を整理すると良い。 

 

 
図 3.6 縦断変化図事例（多摩川） 

 

 

図 3.7 表泥濃度分布の事例（手賀沼） 

 

蓄積されたﾃﾞｰﾀが存在しない場合には、地殻中の元素量を示すｸﾗｰｸ数や土壌中の元素量等の一

般値との組成（例えば、項目間の濃度関係や地殻中の濃度に対する存在比等）を比較することに

より、調査地点における特異的に濃度の高い物質が明確となる場合もある。 
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4. 事業推進に係る底質調査 

4.1. 豊かな生態系に係る底質調査 

4.1.1. 目的 

豊かな生態系に係る底質調査は、水底環境の現状あるいは汚濁の現状を把握し、河川、湖沼

の良好な自然環境や生態系の保全を図るための基礎資料を得ることを目的として実施する。 

 

4.1.2. 調査すべき水域 

特定の種や多様な生物が生息している水域及びその上流を対象とし、河床、湖底の堆積状況

又は汚濁の現状把握の調査結果より底質の汚濁が著しく、底泥が生物の生育・生息や生態系に

影響を及ぼしていると判断される水域の底質について、調査を実施する。 

 

底泥の汚濁が生物相や生態系に影響を及ぼしていると判断される地点において、生物と底質

の関係はどうなのか、底泥の堆積により生物の生育・生息状況がどう変化しているのかを把握

するための調査であり、特定の種が生育・生息している水域や水草、底生動物、魚介類等の生

育・生息の保全対象とする水域とともに、巻上げによる水質汚濁や底泥の流下によりそれらの

生育・生息域に影響を与える可能性のある上流域の汚濁底泥分布水域を調査範囲として設定す

る。 

なお、既往調査等において全水域の河床材料の状況（粒度分布）が把握されていない場合は、

全域における河床材料の調査も実施する。 

 

4.1.3. 採泥地点 

対象水域の淵、河畔植生が繁茂している水際などの生物が生息し、かつ底質の堆積しやすい

地点や特定の種が生育・生息する地点を選定するほか、それらの生育・生息域に影響を与える

可能性のある上流の底泥の汚濁地点を選定する。 

 

一般に、多様な生態系を持つ河川は、「瀬」、「淵」が交互に連続する河川で、水際には植

生が発達している。一方、底泥は流れの緩やかな水域に堆積するため、河川においては、流れ

の速い流心より左右岸の水際に分布することが多い。したがって、生物の生育・生息の場と底

泥の堆積の場が一致する場合、堆積した底泥の汚濁は植物の繁茂した水際を好む昆虫類の幼虫

などの底生動物の生息の場が物理的に減少する。さらに、水中の溶存酸素の消費や有害物質の

溶出などにより、底生生物の生育・生息環境も悪化するなどの影響を与える恐れがある。 

湖沼における生物の多様性を有する生育・生息域は、主に水深の浅い水際の植物の生育域で、

底泥の堆積しやすい湖央部とは水域が異なる。ただし、流入河川の河口域で堆積した底泥が適

度な有機物や栄養塩を含む水域は、植物が繁茂し、昆虫類の餌場、産卵場、魚類の餌場、隠れ

場、水鳥の餌場、産卵場、隠れ場を提供することによって生物が多様化し、良好な生態系を創

出している場合もある。 

特定の種の生育・生息の場の保全や生態系の保全のための調査においては、対象とする生物

が生育・生息している水域のうち、河川では淵、水際などの汚濁物質が堆積しやすい流れの緩

やかな水域、湖沼では植物が繁茂している湖岸や流入河川の河口域等の底泥の現況を把握する。

また、出水等により流下した上流域の汚濁底泥が生息域で堆積し、特定の種の生育・生息や生

態系の発達した水際の環境を急激に消滅・悪化する恐れもあるため、影響を及ぼす可能性のあ

る上流域や流入河川の汚濁底泥についても監視を目的として調査地点とする。 
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4.1.4. 測定項目 

底泥の生物に及ぼす影響としては、以下がある。 

・底泥の堆積による底生動物の生息場の減少 

・有機物や栄養塩の溶出による藻類の異常増殖等による生育・生息環境の悪化 

・底泥の酸素消費による溶存酸素の低下 

・溶出や底泥の巻上げによる有害物質の水中への拡散 

上記の場合には、底泥の堆積状況、底質環境を把握する項目、水質汚濁に影響を及ぼしてい

る有機物や有害化学物質の含有量を調査する。 

さらに、必要に応じて、底質の酸素消費速度試験、重金属の溶出試験等を実施する。 

 

底質の粒度分布、比重、水分の堆積状態の把握は、底泥の嫌気化や巻上がりやすさなど底泥

が生物の生息する水域に及ぼす影響として重要である。底泥からの水質への汚濁物質の溶出に

は酸化還元電位や pH の底質環境が大きく影響するため、これらの項目についても調査を実施

する。有機物汚濁物質や有害化学物質については、当該水域の水質汚濁に影響を及ぼしている

と想定される項目について、底質の汚濁状況を踏まえて選定する。底泥の汚濁による有害化学

物質による影響の把握については、該当する有害化学物質を選定するが、湖沼等の停滞性水域

における COD や藻類（ｸﾛﾛﾌｨﾙ）等の富栄養化に起因する有機汚濁への影響については、強熱減

量や TOC の他、底泥中の窒素、ﾘﾝの栄養塩を選定する。 

底質が明らかに生物に影響を及ぼしていると思われる地点については、その影響を定量的に

把握するため、溶存酸素の低下に影響を及ぼす底泥の酸素消費速度試験、底泥の巻上げによる

有害物質汚濁の影響把握のための底泥溶出試験を必要に応じて実施する。 

生態系保全のための調査項目の選定例を表 4.1 に示す。 

 

表 4.1 (1) 生態系保全のための項目選定の例（河川） 

 
 

 

 

 

 

  

分類 調査項目 調査地点 選定理由

粒度分布

比重

水分

ｐＨ

酸化還元電位

強熱減量 生物の生育・成育環境の指標として選定

硫化物
還元状態の把握および底泥の酸素消費速度に影響する還元物
質の代表指標として選定

底泥の酸素
消費速度試験

底層の溶存酸素の消費速度により、水中の酸素の低下による
生息環境の悪化を把握するため選定

底泥溶出試験
底泥の巻き上げによる有害物質の生物への影響把握のために
選定

生物の生育・生息の場に関わる基本要素としての把握および
汚濁状況判定の基本情報および底泥の巻き上がり易さ判定の
ために選定

底質環境の
判定

表泥の酸化還元状態判定のため選定

水質、生態系へ
の影響の判定

保全対象生物の
生育・生息水域

堆積状況の
判定

全地点

有機物汚濁の
判定
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表 4.1(2) 生態系保全のための項目選定の例（湖沼） 

 
 

なお、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類や環境ﾎﾙﾓﾝ、重金属等は、ナマズや貝類に蓄積、濃縮される場合もあるた

め、必要に応じて調査水域に生息する魚介類についても調査を実施する。 

 

4.1.5. 採泥の時期及び頻度 

底泥の有害物質の溶出や酸素の消費等による生物の生育・生息域の水質に及ぼす底泥の影響

は、水温に大きく左右されるため、水温の高い夏季の調査に実施する。ただし、保全対象とす

る生物の産卵時期や稚魚の生育期は、調査実施による生物への影響が大きいため、調査を避け

るように配慮する。 

また、底泥の巻上げによる溶存酸素の低下などの影響が想定される場合は、出水や強風発生

直後に底泥の巻上げによる溶存酸素の状況や水の濁りの状況を判定する水質調査とともに酸化

還元状態等の底質環境を把握する。 

 

生物に影響を及ぼす酸化還元電位や pH の底質環境項目、有害物質の溶出や底泥の酸素消費

による溶存酸素の低下は、いずれも水温の上昇により促進されるため、最も影響の大きい夏季

に調査を実施する。 

ただし、夏季が保全対象生物の産卵期や稚魚の生育期にあたり、調査実施により生殖に影響

を及ぼしたり忌避反応を起こさせる可能性がある場合は、調査時期を春季や秋季として調査実

施による影響の大きい時期を避けるなどの配慮が必要である。 

生物の生息域より上流の汚濁底泥が浮泥状態であったり、湖沼の水深が浅い場合は、流速の

変化や水流の乱れにより底泥の巻上げが発生し、間隙水中の汚濁物質が水中に拡散すると同時

に水中の酸素を急激に消費するなどの影響が起きる。また、汚濁した底泥が流下し、保全対象

生物の生息域を埋めて生物を全滅させたり生息域を消滅させたりすることもあるため、出水時

や強風直後に生息域における水質及び底泥の堆積状況の調査を実施することが望ましい。 

また、原則的に高等生物の生活史は 1 年ｻｲｸﾙであるため、生物種の遷移などの自然環境の変

化には長い期間を要する。したがって、生態系保全のための調査は、過年度の調査結果や別途

実施される生物調査の結果を踏まえて調査地点や調査項目の調査計画を見直しつつ、長期的な

視点での継続した調査が必要である。 

分類 調査項目 調査地点 選定理由

粒度分布

比重

水分

ｐＨ

酸化還元電位

強熱減量
生物の生育・成育環境の指標として選定
底泥の酸素消費速度に影響する有機物汚濁の指標として選定

硫化物
還元状態の把握および底泥の酸素消費速度に影響する還元物
質の代表指標として選定

総窒素 富栄養化に起因する有機汚濁把握のために選定

総リン 富栄養化に起因する有機汚濁把握のために選定

底泥の酸素
消費速度試験

底層の溶存酸素の消費速度により、水中の酸素の低下による
生息環境の悪化を把握するため選定

底泥溶出試験
底泥の巻き上げによる有害物質の生物への影響把握のために
選定

水質、生態系へ
の影響の判定

保全対象生物の
生育・生息水域

堆積状況の判定
生物の生育・生息の場に関わる基本要素としての把握および
汚濁状況判定の基本情報および底泥の巻き上がり易さ判定の
ために選定

底質環境の判定 表泥の酸化還元状態判定のため選定

有機物汚濁の
判定

全地点
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4.1.6. 調査結果の評価と活用 

水環境における生態系の保全において、底質は水環境における環境要素の一要素であり、調

査結果は、生態系での環境要素の観点を踏まえた基礎資料として活用する。 

 

魚類や底生動物等の水生生物にとって、底質はその生活の活動の場として重要な要素である。

また、重金属等により汚染された底質からの水中への有害物質の溶出は、魚類、ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝ等を

通じて、食物連鎖により人を含む広範な生態系へ影響を及ぼす可能性を有している。 

有害物質の調査結果については、経年的な汚濁傾向や汚濁の分布状況を把握することで評価

できる。また、「4.2.1 水質汚濁機構解明のための底質調査」における検討により水質への影

響を評価し、その結果生態系への影響を検討することができる。 

生態系への影響の判断としては、底泥の影響を受ける水質の濃度を水質の環境基準や「水産

用水基準 2018 年版」（日本水産資源保護協会）により評価すると良い。水質の評価項目とし

ては、BOD、COD、総窒素、総ﾘﾝ、溶存酸素、pH、SS、着色、有害物質等がある。 

 

底生動物等の生活の場としての底質の評価は、粒度分布（河床材）、強熱減量、酸化還元電

位等の底質の基本項目の調査結果を生物学的に検討することで評価できる。 

a)  粒度分布（河床材）、水分（含水比） 

河床材は、生物の生息環境の基本要素であり、最近では砂、礫等の区分のみでなく、河床の

微細地形、例えば石の表面か側面か、はまり石か浮き石か等により底生生物の種類が異なるこ

とも報告されている。したがって、粒度分布を把握するだけでなく、その河床での状況を記録

しておくことが重要となる。 

基本的には生物は河床構造が複雑であるほど多様化し、汚濁により河床材が微細化してﾍﾄﾞ

ﾛ状となるほど生物相は単純化して生息数も減少する。 

b)  強熱減量、硫化物、酸化還元電位、 

有機汚濁が進行すると底質の酸素が消費されて底質が還元状態となり、硫化物が生成され、

硫化水素が発生する。 

底質の嫌気化は、好気性の微生物や底生動物の死滅等の影響を及ぼすため、これらの項目の

変動の把握や生物相との関係を検討することは重要であり、還元状態への底質の悪化がみられ

るようであれば、浚渫等の対策を検討し、水環境の改善を図る必要がある。一般的に底泥の酸

素消費により水中の溶存酸素が 3mg/L 以下になると、水生生物は生息できない。 

底質の嫌気化は、酸化還元電位(ORP)で判定される。ORP の測定において、測定値がﾏｲﾅｽ値で

ある場合は、底質は還元状態であると判定して良い。 
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4.2. 水質保全事業に係る底質調査 

4.2.1. 水質汚濁機構解明のための底質調査 

4.2.1.1. 目的 

水質汚濁機構解明のための底質調査は、水質と底質の相互影響を解明し、底質が水質に与え

る影響を把握することを目的とする。 

 

4.2.1.2. 調査すべき水域 

水質汚濁が著しく、河床、湖底の堆積状況又は汚濁の現状把握の調査結果において底泥が水

質汚濁に影響を及ぼしていると判断される水質の汚濁域の底質について、調査を実施する。 

 

底泥の堆積状況又は汚濁の現状把握の調査結果により、底泥が水質汚濁に影響を及ぼしている

と判断され、どのようにどの程度の影響であるかを解明するための調査であり、水質を評価する

地点（河川の利水地点や湖心など）に影響する範囲として、底泥の汚濁分布に加えて、河床勾配

や流況、支川の流入状況を考慮して調査範囲を設定する。 

底泥の汚濁が水質に及ぼす影響が大きい水域としては、河川では感潮域、堰湛水区域の停滞性

水域、湖沼では流入河川の河口域、水深の深い湖央部が代表的であり、特に有機物汚濁が著しく、

底泥が還元状態にある場合の影響は大きい。また、底泥が微細化し浮泥状態にある水域では、出

水や強風などの気象条件により、底泥が巻上げられて水の濁りを増加する。なお、全域にわたっ

て河床材料が砂礫である水域では、水質の汚濁状況が顕著であったとしても、流域からの流入や

排水による影響によるものであり、底泥の水質への影響はほとんどないと考えられる。 

 

4.2.1.3. 採泥地点 

対象水域の底質の分布状況を把握するために、平面的にほぼ均等な距離で採泥地点を選定す

るほか、底泥の堆積状況と汚濁状況を踏まえ、底質の水質への影響を詳細に把握するための代

表地点を対象水域の大きさに応じて、数地点選定する。 

 

水質への底質の影響を定量的に把握するためには、対象水域の全水量に対する全底泥面積当た

りの影響量（汚濁負荷量）を定量化する必要があるため、表泥の含有量の汚濁分布調査は全対象

水域を対象として実施する。調査地点は、ほぼ均等な距離で設定するが、底泥の堆積状況又は汚

濁の現状把握の調査結果や河床勾配、流況等を踏まえ、隣り合った地点での濃度変動が少ない水

域では間隔を広く、隣り合った地点での濃度変動が大きい水域では間隔を狭く設定する。 

全域の汚濁分布を把握した後、水質への影響量を定量的にかつ経時的に評価する汚濁機構解明

のための代表地点を選定する。代表地点は、表泥の含有量との関係を数式化できるように、含有

量濃度に差のある地点を数地点選定し、さらに、堆積状況も考慮し、酸化還元状態等が異なる地

点が含めると良い。 
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4.2.1.4. 測定項目 

対象水域の底質の分布状況を把握するための調査においては、堆積状況、底質環境を把握す

る項目、水質汚濁に影響を及ぼしている有機物や有害化学物質を調査する。さらに、代表地点

において、底質の酸素消費速度試験、水質汚濁に影響する物質の底泥溶出速度試験を実施する。

 

項目の選定の基本的な考え方は、「表 3.1 底質調査項目選定の考え方」と同様である。 

・底質の粒度分布、比重、水分の堆積状態の把握は、底泥の嫌気化や巻上がりやすさなど底

泥が水質に及ぼす影響として重要な要因である。 

・底泥からの水質への汚濁物質の溶出には酸化還元電位やpHの底質環境が大きく影響するた

め、これらの項目については、原則として全対象水域での分布状況を把握する。 

・有機物汚濁物質や有害化学物質については、水質汚濁に影響を及ぼしていると想定される

項目について、水質汚濁状況と底質汚濁状況を踏まえて選定する。 

・有害化学物質による水質汚濁については、該当する有害化学物質を選定する。 

・湖沼等の停滞性水域における COD や藻類（ｸﾛﾛﾌｨﾙ）等の富栄養化の汚濁については、強熱

減量や TOC の他、底泥中の窒素、ﾘﾝの栄養塩を選定する。 

・また、汚濁した底泥の堆積状況を把握する目的で、底泥の堆積厚の調査も実施すると良い。 

・代表地点では、底泥の酸素消費速度試験、底泥溶出速度試験の反応速度試験を実施する。

これらの結果は、水質汚濁予測式などの数値計算による汚濁の定量的な評価において必要

とされる。酸素消費速度については、底泥の有機物質や硫化水素等の還元性物質の含有量

との関係式、底泥溶出速度試験については、対象物質の表泥の含有量との関係式を導き出

すことが多い。 

なお、底泥の酸素消費速度試験、底泥溶出速度試験の試験方法や結果の評価、活用については、

底質試験方法に従うものとする。 

 

4.2.1.5. 採泥の時期および頻度 

底泥の溶出速度等の水質に及ぼす底泥の影響は、水温に大きく左右されるため、水温の高い

夏季の調査が必要であり、可能であれば、年間の異なる季節毎に数回実施することが望ましい。

また、底泥の巻き上げによる水質への影響が想定される場合は、出水や強風発生直後に底泥

の巻上げによる汚濁対象項目や水の濁りの状況を判定する水質調査とともに酸化還元状態等の

底質環境を把握する。 

 

水質に影響を及ぼす溶出速度の要因となる底泥の有機物分解や酸化還元反応の反応速度は、水

温の上昇により促進されるため、底質調査の実施時期による結果の変動が大きい。 

したがって、代表地点における底泥の酸素消費速度試験や底泥溶出速度試験については、年間

の異なる季節毎に複数回の調査を実施することが望ましい。含有量については変動が少ないため、

全対象水域における汚濁分布状況は 1 回/年程度の調査で良いが、酸化還元電位や pH の底質環境

項目については、溶出速度試験等と同様に季節毎の状況を把握することが望ましい。年間に複数

回の調査の実施が困難な場合は、最初の年に最も影響の大きい夏季に調査を実施し、必要に応じ

て数年間で残りの季節の調査を実施する。 

汚濁底泥が浮泥状態であったり、湖沼の水深が浅い場合は、流速の変化や水流の乱れにより底

泥の巻き上げが発生し、間隙水中の汚濁物質が水中に拡散すると同時に底泥表面が攪乱されて酸

化還元電位などの底質環境が変動する。したがって、底泥の巻上げによる堆積状況の変動状況を
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把握するために、気象の影響の少ない水位の安定した時期の調査とともに出水時や強風直後の調

査を実施することが望ましい。 

 

4.2.1.6. 調査結果の評価と活用 

底質は水環境における水質汚濁要因の一要素であり、調査結果のうち、水質に影響を与える

底泥の酸素消費速度、底泥の溶出速度試験結果の水質への汚濁速度の評価が重要である。底泥

の酸素消費速度、溶出速度は、酸化還元電位、水温、水中の溶存酸素量等の要素のほか、底泥

中の有機物の含有量、有害物質の含有量等が関与する。したがって、底質試験方法により得ら

れた酸素消費速度、底泥の溶出速度の結果を酸化還元電位や水温等の底質環境及び有機物量や

有害物質の含有量との関係をﾓﾃﾞﾙ式等で整理し、水質予測式等を用いて水質に与える底質の影

響量を計算する。 

 

水質汚濁機構解明のための水質調査において、含有量の調査結果は該当水域における経年的な

汚濁傾向や汚濁の分布範囲等を把握することにより評価する。 

ただし、水質汚濁機構解明を目的とする調査結果の検討においては、時間の経過における底質

の環境変化による水質への影響を解析し、活用することが多いため、酸化還元反応による重金属

の形態変化や栄養塩の溶出量の変化量、底泥の酸素消費による下層の無酸素化等の物質の化学反

応による状態の変化量についての検討も必要となる。 

底質の化学反応による状態の変化に大きく係る要素としては、酸化還元電位の他、水温（泥温）、

水中の溶存酸素量、底質中の有機物や化学物質の含有量等があり、酸素消費速度や底泥溶出速度

の水質への底質の影響量については、それらの要素との関係をモデル式等で整理し、底泥中の化

学反応の機構解明の基礎資料とする。詳細については、底質試験方法を参照する。 
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4.2.2. 底泥攪乱による有害物質等の二次汚染を防止するための底質調査 

4.2.2.1. 目的 

底泥を攪乱する可能性を有する事業の実施において、有害物質の発生や水質、生態系に対す

る影響を防止し、影響が大きいと判断される場合は、その影響を回避、低減させる措置を講じ

る必要があるため、事前に対象水域の底質に関する評価をすることを目的として、底質調査を

実施する。 

 

4.2.2.2. 調査すべき水域 

既往の底質の調査結果がない場合は、河川事業の計画水域全域を対象とする。既往の底質の

調査結果を有する場合は、その結果において底質に汚濁が認められ、工事による底泥の攪乱に

より水質の有害物質汚濁の影響を及ぼす可能性があると判断される水域を対象とする。 

 

ここでの事業は、水質改善を目的とする浚渫等の事業、治水を目的とする河道拡幅などの底泥

を掘削する事業、事業規模により環境影響評価の対象となるﾀﾞﾑ、堰、湖沼開発、放水路等の河

川事業を対象とする。 

事業実施計画対象水域における底質調査の実績がない場合は、底質の汚濁域を限定する判断材

料がないために事業実施前に事業計画全域を対象とする事業実施による環境影響を評価するた

めの調査を実施する必要がある。 

河川管理上及び公共用水域の水質監視の各種目的による底質の調査が既に実施されており、必

要に応じて水質や生態系の保全のための調査も実施されている場合は、工事による底泥の攪乱に

より環境に影響を及ぼす可能性があると判断される水域に限定して、調査を実施する。 

 

4.2.2.3. 採泥地点 

事業計画水域について、全水域を水域の大きさに応じて 200m～1km 間隔のﾒｯｼｭで区切り、そ

れぞれのﾒｯｼｭについて均等に調査地点を設定する。堰湛水区域、支川の合流点、湖沼における

河川の流入区域など、局部的に河床材料の変化の激しいところでは、実状に応じて採取地点間

隔を決定する。 

堆積状況あるいは汚濁の現状の把握により水質への影響及び生態系への影響が把握されてい

る場合は、影響を及ぼす可能性のある地点を選定する。 

 

調査地点の考え方は、「3．河川管理上行う底質調査（河床、湖底の堆積状況あるいは汚濁の

現状の把握）」と同様である。ただし、対象とする水域が管理水域全域に比較して小さいため、

ﾒｼｭの間隔距離を短くして、より詳細な堆積状況を把握する。 

全域の調査結果を踏まえて、底泥の攪乱により水質や生態系に影響を及ぼす可能性のある汚濁

底泥の堆積する底泥が存在する場合は、「2．公共用水域監視のための底質調査 2.3.2 及び 2.4.2」

の地点の設定に従って、影響把握のための調査を実施する。 
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4.2.2.4. 測定項目 

事業実施計画水域全域については、粒度分布、比重、水分の堆積状況を把握する項目を選定

し、底泥攪乱により水質又は生態系に影響を及ぼす可能性のある汚濁域については、堆積状況

を把握する項目及び水質や生態系に影響を及ぼす可能性を有する有機物や有害化学物質を調査

する。さらに、汚濁の著しい地点が存在する場合は、「底質調査方法」の底質溶出試験を実施

する。 

 

測定項目の選定の考え方は、「表 3.1 底質調査項目選定の考え方」に示すとおりである。 

事業実施における底泥攪乱に伴う有害物質の二次汚染に係る調査においては、底泥の巻上げに

影響する粒子の大きさを評価する粒度分布、粒子の軽さを評価する比重、巻上げられたときに水

質に影響を及ぼす間隙水の量を評価する水分の物理的な性質を把握する必要がある。また、基礎

調査として、有機物や流域の状況に応じた有害物質の含有量の調査を実施する。その結果でﾀﾞｲ

ｵｷｼﾝ類の環境基準及び水銀、PCB の底質暫定基準を超えているかどうかで環境への影響を評価す

る。それ以外の有害化学物質で潜在的に水質への汚濁要因を有する有害な化学物質を含む底泥に

ついては、実際に底泥が攪乱されたときにその有害化学物質を水質に溶出するかどうかを評価す

る「底質調査方法」の試験方法による底泥溶出試験を実施し、二次汚染の影響を評価する。 

底泥に含有量が高く、有害な化学物質により汚濁されている底泥でも化合物が水に溶けにくい

形態であったり、pH や酸化還元状態等の底質環境により水中に溶出しにくい場合もあるため、最

終的に、底泥の溶出試験結果が、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に関する法律施

行令第 5 条第 1 項に規定する埋立場所等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係る判定基

準を定める省令」（昭和 48 年 2 月 17 日、総理府令第 6 号）の第一条に規定する水底土砂に係る

判定基準を超えていないかどうかで影響を評価する。 

 

4.2.2.5. 採泥の時期および頻度 

調査は、事業の計画水域が決定してから事業実施までの期間に実施する。溶出等の水質に及

ぼす底泥の影響は、水温に大きく左右されるため、可能であれば水温の高い夏季に調査を実施

する。 

事前調査の頻度は、1 回でよいが、調査の結果、事業実施による底泥の攪乱によって、水質に

有害物質の影響が生ずる可能性がある場合は、工事中に底泥の巻上げ状況を監視する必要があ

る。 

 

水質に影響を及ぼす溶出の要因となる底泥の有機物分解や酸化還元反応の反応速度は、水温の

上昇により促進されるため、底質調査の実施時期による結果の変動が大きい。 

したがって、底泥溶出試験については、最も影響の大きい夏季に調査を実施することが望まし

い。含有量については変動が少ないため、調査の時期を特に限定しないが、酸化還元電位やｐＨ

の底質環境項目については、溶出試験と同様に夏季の状況を把握することが望ましい。 
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4.2.2.6. 調査結果の評価と活用 

事業計画水域の底質の環境基準を超えるﾀﾞｲｵｷｼﾝ類、底質の暫定除去基準を超える水銀又は

PCB 及び「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律に関する法律施行令第 5 条第 1 項に規

定する埋立場所等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める総理府令」

の第一条に規定する水底土砂に係る判定基準を超える有害な物質を含む底質については、汚濁

防止膜等により攪乱された底泥が周辺の水域に拡散しないように水塊を隔離し、巻き上げられ

た底泥については濁水処理を実施するなど環境への影響を低減・回避しなければならない。 

 

底泥の攪乱を伴う事業を実施する場合、公共用水域の水質汚濁や魚介類汚染等が起こらないよ

う十分に監視を行うことを目的として、攪乱する底泥が「底質の処理処分に係る暫定指針」でい

う除去底質に該当しないかどうかを判定する必要がある。 

底泥が関連する各基準を超える有害物質を含む場合は、底泥の巻上げによる二次汚染が生じな

いように、保全措置を施す必要があり、工事実施期間中は必要に応じて周辺の水質の汚濁状況を

監視しなければならない。 

 

4.2.3. 水質改善を目的とする浚渫等の事業における底質調査 

4.2.3.1. 調査すべき水域 

河川管理上必要な調査や公共用水域の水質監視に伴う調査の結果により、底泥の汚濁が水質

に影響を及ぼしていると評価され、水質改善を目的とする底泥浚渫や汚濁底泥の封じ込め等の

事業が計画されている水域について調査を実施する。 

また、事業実施中及び事業実施後のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査においては、事業実施区域及びその周辺を対

象とした、比較的狭い範囲において調査を実施する。 

 

底泥浚渫や汚濁底泥の封じ込め等の事業は、底泥の汚濁が水質に影響を及ぼしていると評価さ

れ、影響源である底泥を水環境から除去又は封じ込めることによって水質改善を図る事業である。 

事業計画時の事前調査では、事業計画区域を含む比較的広範囲を対象として底泥汚濁の平面分

布状況や汚濁底泥の堆積深度把握のための調査を実施し、事業実施区域、工法の設定、工事の工

程計画を策定する。 

山土による覆土等で汚濁底泥を封じ込める事業を実施する場合は、水中の投入する封じ込め土

について、水底における有害物質等の溶出が起きないように事前に有害物質の含有量や溶出試験

を実施する。 

事業実施中は原則として事業実施区域を対象水域として、事業による周辺水域への二次汚染の

監視や浚渫した汚泥の処理・処分を目的とする調査を実施する。 

事業実施後は、浚渫により底質の水質に及ぼす影響が低減されたかどうかを評価するため事業

対象区域において事前調査との比較のための調査を実施する。 
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4.2.3.2. 採泥地点 

計画時の調査においては、調査対象水域の規模及び予想される汚染の程度に応じて均等に一

定の距離のﾒｯｼｭで採泥地点を設けるものとする。主要な排水口周辺水域や汚濁水域が既知であ

る場合においては、地点を増加する。 

また、汚泥の堆積の概況を把握するために、事業実施区域における代表地点においては、必

要な深さについて不攪乱試料を採泥する。 

浚渫事業においては、浚渫した底泥の処理処分における有害物質の監視のため、浚渫底泥を

一定土量毎に処理ﾔｰﾄﾞからﾗﾝﾀﾞﾑに採泥する。また、汚濁底泥の封じ込め事業においては、封じ

込め土についても調査を実施する。 

事業実施後は、事前調査で選定した事業実施区域内の代表地点において、事前調査と同様の

深さについて不攪乱試料を採泥する。 

 

調査地点を設定するﾒｯｼｭの距離は、水域の規模により決定する。目安としては、100km2を超え

る水域では 1～5km、10～100km2で 0.5～2km、それ以下の水域では 0.2～0.5km 程度であり、水域

全体で 20～100 個所程度になるように設定する。 

底質汚濁分布が既往の調査等であらかじめ既知である場合は、事業対象区域についてのみ、さ

らに細かいﾒｯｼｭで採泥地点を設定する。 

深度方向の不攪乱試料の採泥は、汚濁した底泥がどの程度堆積しているかを把握するための調

査であるが、必要に応じて地点数を増やす場合もある。鉛直方向の調査深度は、堆積泥の深度に

応じて決定するが、浚渫事業の場合は、浚渫船の掘削深度も考慮して決定する。鉛直方向の調査

深度は 3 深度程度でよいが、汚泥堆積厚や詳細な鉛直方向の汚濁解析を行う場合は、深度を 10cm

ピッチ等さらに細かく分割する。 

浚渫事業における浚渫泥の処理処分における有害物質の監視及び封じ込め事業における封じ

込め土の水底での有害物質の二次汚染の監視については、一定土量毎にﾗﾝﾀﾞﾑに数回採泥し、そ

れを混合して試料とする。 

事業実施後の調査では、事前調査との比較検討をするため、同じ場所で同じ状況の試料を採泥

する。 

 

4.2.3.3. 測定項目 

底泥の浚渫等の事業による効果や事業規模、工法を検討するための事前調査及び事後調査に

おける測定項目は水質汚濁機構解明のための測定項目と同様の考え方により選定する。底泥の

処理処分及び封じ込め土における有害物質の監視では、廃棄物関連項目、有効利用関連項目等

の項目を選定して測定する。 

 

浚渫等の事業における事業計画は、数値解析により事業対象底泥の深度や範囲の異なる数ケー

スについて事業後と事業前の水質影響濃度を計算し、水質改善効果と事業費の費用対効果を検討

して策定することが多い。個々で用いる数値解析は、水質汚濁機構解明のための調査と同様の手

法で実施する。したがって、調査項目も水質汚濁解明調査における調査項目と一致する。 

底泥の処理処分を対象とする調査においては、処分先、処分方法により表 4.2 に示すように関

連する法律に違いがあるため、処分方法に従って、基準の設定されている項目を選定する。 
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表 4.2 浚渫土の処理・処分に関わる法律 

処理・処分 関連法規 

廃棄物 埋立処分 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律 137 号） 

海洋投入処分 海洋汚染及び海洋災害防止に関する法律（昭和 45 年法律 136 号）

 

有効利用 

農用地 農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和 45 年法律 139 号）

土壌の汚染に係る環境基準について（平成 3 年環告 46 号） 

建設資材等 土壌の汚染に係る環境基準について（平成 3 年環告 46 号） 

 

4.2.3.4. 採泥の時期及び頻度 

底泥の溶出速度等の水質に及ぼす底泥の影響は、水温に大きく左右されるため、水温の高い

夏季の調査が必要であり、可能であれば、年間の異なる季節毎に数回実施することが望ましい。

 

水質に影響を及ぼす溶出速度の要因となる底泥の有機物分解や酸化還元反応の反応速度は、水

温の上昇により促進されるため、底質調査の実施時期による結果の変動が大きい。 

したがって、代表地点における底泥の酸素消費速度試験や底泥溶出速度試験については、年間

の異なる季節毎に複数回の調査を実施することが望ましい。含有量については変動が少ないため、

全対象水域における汚濁分布状況は 1 回程度の調査で良いが、酸化還元電位や pH の底質環境項

目については、溶出速度試験等と同様に季節毎の状況を把握することが望ましい。年間に複数回

の調査の実施が困難な場合は、最初の年に最も影響の大きい夏季に調査を実施し、必要に応じて

数年間で残りの季節の調査を実施する。 

対策事業実施後の調査は、事業の効果の維持を評価するため、事業実施直後から一定の期間毎

に継続した調査を実施することが望ましい。 

 

4.2.3.5. 調査結果の評価と活用 

事業実施前の調査結果は、浚渫や覆土等の対策事業による水質改善を的確に予測・評価する

ための基礎情報として活用する。 

工事中及び事業実施後の調査結果は、予測結果を検証し、より適切な保全措置や効果的な影

響低減措置を講じるための情報として活用するとともに、事前の調査結果や事業区域の前後の

調査結果を比較することによって事業の効果を把握し、事業の費用対効果分析等の事業評価を

行い、将来の河川事業の展開に反映する。 

 

事業実施前の調査結果は、浚渫等の事業を実施する対象水域を設定する目的で活用される。そ

の際、底質の性状（環境汚染の対象となっている項目）の平面分布から、含有量コンター図を作

成し、汚濁域の判断基準とする方法が一般的である。 

また、事業規模や施工方法などの事業計画立案を目的とした基礎資料として活用される。事業

規模は鉛直方向の調査結果から、汚濁の著しい事業実施範囲と深度を特定することにより決定さ

れる。また、浚渫事業における工法は、浚渫対象底泥の土質性状（水分（含水比）、強熱減量）

をもとに、効率性や環境保全性を考慮して決定される。浚渫土の処分方法は、含有する成分分析

結果をもとに、関連する法令に沿った処分方法が選択されることになる。 

事業実施後の調査結果は、主に事業効果を把握する目的で活用される。 

汚染底泥の除去等による改善を目的とした事業においては、事業対象箇所の表泥の含有量分析

結果を事業前後で比較することにより、事業効果が評価できる。 
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富栄養化等の水環境改善を目的とした事業においては、富栄養化関連項目の表泥の含有量分析

結果とともに、室内試験としての底泥溶出速度試験や底泥酸素消費速度試験結果の事業前後の比

較により、底質の水圏への影響度合いの変化を評価することができる。 

また、生態系との関連では、事業実施前後の底層部の水環境（水質と底質）を総合的に比較す

ることにより、ﾍﾞﾝﾄｽを中心とした底生生物の生態環境の変化を予測することができる。 

浚渫等の事業による水質改善の効果の概要を、図 4.1 に示す。 

 

図 4.1 浚渫等の事業による効果 
出典：底質の調査・試験マニュアル 
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